
 

 

 

 
 
 

 

1.はじめに 

補強コンクリートブロック造（以下 CB 造）とは、コ

ンクリートブロックを組積して壁体を作成し建築物を構

成するものであり、主として住宅規模の建築物に適応す

るものである 1)。鉄筋を挿入する空洞部のみにコンクリ

ートまたはモルタルが充填されている。CB 造の耐力壁

には各階の頂部に鉄筋コンクリートの臥梁が設けられて

いる。ブロック頂部に臥梁を設けることにより、力が適

切に伝達されるようになっている。 

1981 年「新耐震設計法」制定以前に設計された CB

造建物は、ブロックの圧縮強度が非常に弱いなどの理由

から、大地震による倒壊の恐れがある。取り壊して建て

直すには多大な費用がかかるため耐震補強する動きがあ

る。本研究では耐震補強される前の CB 造建物の解析を

行い、算定した水平耐力と耐震診断において算定されて

いる水平耐力を比較し、耐震診断の妥当性を検証する。 

2.対象建物 

2.1 建物概要 

検討対象建物として、直接基礎の CB 造 2 階建の集合

住宅を使用した。X 方向に各 4.16m の 10 スパン、Y 方

向に 5.64m の 1 スパンを有し、階高は各階 2.6m、臥梁

の高さは 400mm、壁高さは 2200mm、壁厚さは 150mm

である。鉄筋は丸鋼（SS39）の 9φ及び 13φが用いら

れている。伏図を図１に、軸組図を図２に示す。開口の

寸法を(a)〜(f)に示す。X 方向は全て CB 壁で構成され、

開口が非常に多い。Y 方向は、開口が無く、妻壁は RC

造である。Y 方向は十分な耐力を有しているため、本研

究では X 方向（Y0 通り及び Y1 通り）の水平耐力につ

いて検討する。 

2.2 既往の耐震診断 

対象建物は、補強コンクリートブロック設計規準 2), 3)

の要件を満たす建物である。コンクリートブロックは、

対象建物の同敷地内にある、同時期に建てられた建物の

CB 壁から 3 つ抜き取られて試験が行われている。大き

さは平均値で長さ 395.7mm、厚さ 151.3mm、高さ

190.2mm であった。3 つのコンクリートブロックの圧縮

強度は 20.9N/mm2、8.0N/mm2、14.4N/mm2であった。ま

た、中性化深さの測定では、測定箇所全 3箇所が中性化

しているのが確認されている。 

既往の耐震診断では、耐震性能は RC 診断基準 4)に倣

い構造耐震指標 ISは(1)式、CB壁の保有水平耐力 Quは 

 

(2)式で算定されている。強度指標 C は各階の保有水平

耐力を各階までの建物重量で除して算定し、靭性指標 F

は 1.0 とされている。経年指標 T は 1.0、形状指標 SDは

RC 2 次診断基準により算定し、偏心率、剛性率の算定

に用いる剛性は壁長さに比例するものとしている。 

耐震判定指標 ISO は(3)式により判定基準を設定してい

る。地震地域係数 Z は 0.8、地盤指標 G は 1.1 を考慮し

て判定する。したがって、判定基準は IS≧0.528 となっ

ている。1 階及び 2 階の CB 壁の耐力を表１に示す。耐

力は開口によって分けられた CB 壁毎に算定されている。

2 階が 6 つ、1階が 8 つに分けられている。 

耐震診断の結果を表２に示す。構造耐震指標 IS が 2

階で 0.25、1 階で 0.45 と耐震判定指標 ISO=0.528 を下回

る結果が出ている。 
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3.検討方法 

対象建物の水平耐力を検討するために、以下の 4つの

方法により水平耐力を算定する。 

 （ⅰ）既往の耐震診断 

（ⅱ）一貫構造計算ソフトウェアによる増分解析 5) 

（ⅲ）CB壁の終局せん断強度算定式 6) 

  （ⅳ）RC壁の終局せん断強度算定式 4),7) 

本研究で使用する一貫構造計算ソフトウェアは、壁式

RC 造用のソフトウェアであるため、水平耐力の算定式

には RC 部材の算定式が用いられる。材料強度、荷重、

配筋、開口部など対象建物のデータをそのまま使用する。

コンクリートブロックの圧縮強度は、対象建物にて行わ

れた試験データのうち、最小の値である Fc=8.0N/mm2

を用いることとする。CB 壁の水平耐力を求める方法と

して、CB 壁の終局せん断強度の算定式（後述の(4)式）

があるが、開口部が非常に多い対象建物では、小開口に

よる強度低減率の条件を満たすことができず、算定する

のが困難である。また、破壊形式、破壊箇所は調べるこ

とはできない。そこで、図３に示すように、対象建物の

開口が無いと仮定した無開口建物の（ⅲ）CB 壁の終局

せん断強度及び（ⅳ）RC 壁の終局せん断強度を求めて、

両者の比 CB/RC を求める。そして、対象建物について

行った（ⅱ）増分解析の結果と CB/RC を用いて CB 壁

の水平耐力を求める。この値と既往の耐震診断の耐力の

値を比較する。 

4.増分解析 

対象建物と無開口建物の増分解析を行う。臥梁は壁梁と

して扱う。対象建物及び無開口建物は左右対称であるた

め、正加力のみ解析を行う。CB壁の解析においては、 

 

既往の耐震診断では臥梁のせん断破壊の考慮がされてい

ないため、壁梁がせん断破壊した場合は、せん断終局強

度を保ったまま解析を続け、耐力壁がせん断破壊した場

合は、その時点で解析を終了した。増分解析により得ら

れた、各階の層せん断力 Q－層間変形δ関係を図４に、

対象建物のヒンジ発生、せん断破壊箇所を図５に示す。

無開口建物では各階の剛性がほぼ同じなのに対し、対象

建物では 2 階に比べ 1 階の方が剛性が小さいことが Q－

δ図より分かる。対象建物の剛性は、無開口建物の剛性

 𝐼𝑆 =
1

𝐴𝑖
∙ 𝐶 ∙ 𝐹 ∙ 𝑇 ∙ 𝑆𝐷              (1) 

 𝑄𝑢 = 𝑡 ∙ 𝐿𝑤 ∙ 𝜏𝑢0          (2) 

𝑡 : CB壁の厚さ（mm） 

𝐿𝑤  : CB壁の長さ（mm） 

𝜏𝑢0 : CB壁のせん断応力度（N/mm2） 

ただし、CB 壁のτu0 はブロックの品種、BC 壁の立面・

平面形状により以下に示す値とする。 

𝐻0 𝐿𝑤⁄  ≤ 1.0の場合  𝜏𝑢0 = 𝛼 ∙ 𝛽 ∙ 0.5 (N/mm2) 

𝐻0 𝐿𝑤⁄  > 1.0の場合 𝜏𝑢0 = 𝛼 ∙ 𝛽 ∙ 0.3 (N/mm2)（本建物） 

   𝛼、𝛽 は以下による。 

𝛼 = 1.2     ：1.2m以上の直行壁が両端にある場合 

  = 1.0     ：上記以外（本建物） 

𝛽 = 1.0     ：B種、C種ブロック（本建物） 

  = 0.8     ：A種ブロック 

 

         𝐼𝑠𝑜 = 0.6 ∙ 𝑍 ∙ 𝐺                  (3) 
𝑍:地震地域係数 

𝐺:地盤指標 

 表２ X方向 CB壁の耐震診断 

（b）1 階 

表１ X方向 CB壁の耐力 

（a）2階 

壁厚t 長さLw * 内法H0 τ u0 Qu 小計

（mm） （mm） （mm） （N/mm） （kN） （kN）

1 150 750 1510 2.01 0.3 1 1 0.3 34 2 68

2 150 1350 1510 1.12 0.3 1 1 0.3 61 5 304

3 150 1350 1510 1.12 0.3 1 1 0.3 61 4 243

4 150 750 1510 2.01 0.3 1 1 0.3 34 2 68

5 150 950 1510 1.59 0.3 1 1 0.3 43 5 214

6 150 1350 1510 1.12 0.3 1 1 0.3 61 4 243

計 1139

H0/Lw 係数 α β 個所

壁厚t 長さLw 内法H0 τ u0 Qu 小計

（mm） （mm） （mm） （N/mm） （kN） （kN）

1 150 750 2200 2.93 0.3 1 1 0.3  20.3* 2 41

2 150 590 2200 3.73 0.3 1 1 0.3 26.6 0 0

3 150 1350 2200 1.63 0.3 1 1 0.3 60.8 5 304

4 150 1350 2200 1.63 0.3 1 1 0.3  36.5* 4 146

5 150 750 2300 3.07 0.3 1 1 0.3 33.8 2 68

6 150 590 1000 1.69 0.3 1 1 0.3 26.6 20 531

7 150 950 1000 1.05 0.3 1 1 0.3 42.8 5 214

8 150 1350 2300 1.70 0.3 1 1 0.3 60.8 4 243

計 1545

H0/Lw 係数 α β 個所

＊2Fの壁長は 1Fの壁長を採用（上下階の連続） 

＊軸組図に記載のない小開口による低減を考慮 

(ⅰ)耐震診断 (ⅱ)増分解析 (ⅲ)CB壁の式 (ⅳ)RC壁の式 

CB/RCの比 

増分解析による 

CB壁の水平耐力 

比較 

水平耐力 

無開口建物 

図３ 保有水平耐力検討の流れ 
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Y0通り 

Y1通り 

ヒンジ発生 

せん断破壊 

図５ X方向 CB壁の破壊形式図 

記号の説明 

に比べて 2 階が約 21％、1 階は約 7％であった。これは

対象建物の開口面積が非常に大きいことが影響している

と考えられる。 

破壊の順番①～⑱を図５中に示す。耐力壁のせん断破

壊時に解析を終了したが、せん断破壊をするまでに耐力

壁のヒンジ発生、Y1 通りに関しては、臥梁のせん断破

壊があった。破壊に至るまでの過程としては、最初に

Y0 通り及び Y1 通りの右端の CB 壁脚で塑性ヒンジが

発生し、その後は図５に示す左端のヒンジ発生箇所以外

の CB 壁部分で塑性ヒンジが発生した。次に Y1 通りの

臥梁が 4 ヵ所せん断破壊し、Y0、Y1 通りの左端の CB

壁脚で塑性ヒンジが発生した後、図５に示す Y1 通りの

臥梁が 5 ヵ所せん断破壊した。最後に Y0 通りの CB 壁

脚 4ヵ所で同時にせん断破壊が起こった。耐力壁のせん

断破壊時を終局状態とすると 2 階の終局強度が 2652kN、

1 階が 5597kN である。無開口建物は各階 1 枚の壁でモ

デル化され、破壊前に解析が終了したため、終局時の耐

力は求められていない。 

5. 終局せん断強度の算定式 

5.1 CB壁の終局せん断強度の算定式 

無開口建物の X 方向の CB 壁の終局せん断強度を算

定する。壁長さ 4160mm、高さ 2200mm の CB 壁 1 枚分

の強度を算定し個数を掛けて算定する。算定には(4)式

を用いる 6)。せん断強度低減係数φは CB 造の場合は

0.9 とする。小開口による強度低減係数 r は、開口が無

いと仮定した壁を算定するため 1とする。組積体の性質

による係数 kuは CB 造の場合は 0.64 とする。耐力壁の

曲げ補強筋比に関する数値は𝑃𝑡𝑒 = 100 ∙ 𝑎𝑡/(𝑡𝑒 ∙ 𝑑)で求

める。at は耐力壁の曲げ補強筋の断面積、d は耐力壁の

有効せいである。組積体の材料強度 Fmは 8.0N/mm2を採

用する。水平補強筋の材料強度γは 390 N/mm2 とする。

2 階壁の軸方向応力度σ0 は屋根の固定荷重及び積載荷

重の 1/4 と屋上階の臥梁の固定荷重を考慮して、1 階壁

の軸方向応力度σ0 は屋根と 2 階床の固定荷重及び積載

荷重の 1/4、屋上階と 2 階の臥梁の固定荷重を考慮して

②

⑨

⑤ 

⑯⑩

⑥

⑰⑩

⑥

⑰⑪

⑦

⑮⑭

⑫

① 
⑧ 

⑱

③⑦③

⑱

⑦③⑦⑦ ④

⑱

⑬

⑱

𝑤𝑄𝑠𝑢 = 𝜙𝑟 {𝑘𝑢 ∙ 1.16𝑝𝑡𝑒
0.3 [

0.76

(ℎ 𝑑⁄ ) + 0.7
+ 0.012] √𝐹𝑚

+ 0.18𝛾√𝑝ℎ ∙ℎ 𝜎𝑦 ∙ 𝐹𝑚 + 0.2𝜎0} 𝑡𝑒 ∙ 𝑗 

  𝜙：せん断強度低減係数 

  𝑟：小開口による強度低減率 

  𝑘𝑢：組積体の性質による係数 

  𝑃𝑡𝑒 = 100 ∙ 𝑎𝑡/(𝑡𝑒 ∙ 𝑑)：耐力の曲げ補強筋比に関する数値 

    𝑎𝑡：耐力壁の曲げ補強筋の断面積 

  𝑑：耐力壁の有効せい 

  𝐹𝑚：組積体の材料強度（N/mm2） 

𝛾：水平補強筋の影響係数 

  𝑝ℎ：水平せん断補強筋比 

   h𝜎𝑦：水平補強筋の材料強度（N/mm2） 

  𝜎0：軸方向応力度（N/mm2） 

    𝑡𝑒：壁厚さ（mm） 

  𝑗：耐力壁の応力中心間距離（mm） 

 

(4) 

図４ 各階の層せん断力 Q－層間変形δの関係 

（a）対象建物 （b）無開口建物 
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算定する。壁厚さ teは 150mm とする。耐力壁の応力中

心間距離 j は、壁長さ 4160mm に 0.8 を掛けて算定する。

CB 壁の終局せん断強度を表３に示す。2F が 6780kN、

1Fが 7640kN と算定された。 

5.2 RC壁の終局せん断強度の算定式 

対象建物が RC 造だと仮定して、終局せん断強度を算

定する。CB 壁の終局せん断強度算定時と同様に無開口

建物の X 方向の壁を計算する。壁長さ 4160mm、高さ

2200mm の RC 壁 1 枚分の強度を算定し個数を掛けて算

定する。算定には(5)式を用い 7)、諸数値には CB 壁と同

じ値を代入して算定を行なった。RC 壁の終局せん断強

度を表４に示す。2F が 11260kN、1 階が 11740kN と算

定された。 

5.3 CB壁と RC壁の終局せん断強度の比較 

 CB 壁と RC 壁の終局せん断強度の比較を表５に示す。

CB 壁と RC 壁の強度の比率 CB/RC は 2 階が 0.6、1 階

が 0.65 となっており、CB 壁の強度は RC 壁の強度の約

6割程度であると判断できる。 

6. 水平耐力の検討 

 （ⅰ）既往の耐震診断、（ⅱ）文献のソフトによる増

分解析、（ⅲ）CB 壁の終局せん断強度算定式、（ⅳ）RC

壁の終局せん断強度の算定式の４つの方法により求めた

せん断強度を表６に示す。表６に示す（ⅰ）既往の耐震

診断の無開口建物の耐力は(2)式を用いて算定した。無

開口建物に関して、（ⅰ）既往の耐震診断と（ⅲ）CB

造の算定式の耐力は、1 階では（ⅰ）が 7758kN、（ⅲ）

が 7640kN と近い値になっている。一方 2 階では（ⅰ）

が 7758kN、（ⅲ）が 6780kN と（ⅰ）の方が大きくなっ

ているが、これは既往の耐震診断では軸応力度の考慮が

されていないためである。対象建物の水平耐力を表７に

示す。増分解析で求めた終局強度に CB 壁の算定式によ

る強度と RC 壁の算定式による強度の比 CB/RC を掛け

た対象建物の水平耐力は 2F が 1591kN、1F が 3638kN

となる。増分解析によって算定した水平耐力に比べ、既

往の耐震診断における水平耐力は小さく見積もっている。 

7.まとめ 

本研究では CB造建物の解析を行い、算定した水平耐

力と既往の耐震診断における水平耐力を比較した。以下

に本研究で得られた知見を示す。 

1) 対象建物の剛性は、無開口建物と比べて 2階で

約 21％、1階で約 7％であった。 

2) 対象建物は、1 階壁脚に塑性ヒンジが発生した後、

2 階臥梁にせん断破壊が生じ、最終的に 1階壁に

せん断破壊が生じて水平耐力に至った。 

3) CB壁の終局せん断強度は RC壁の約 6割程度と

なった。 

4) 耐震診断における水平耐力は、増分解析によっ

て算定した水平耐力に比べて小さい値となった。 
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𝑄𝑠𝑢 = {
0.053𝑃𝑡𝑒

0.23(18 + 𝐹𝐶)

𝑀 (𝑄 ∙ 𝑙) + 0.12⁄
+ 0.85√𝑃𝑠𝑒 ∙ 𝜎𝑤𝑦                            

+ 0.1𝜎0𝑒} ∙ 𝑏𝑒 ∙ 𝑗𝑒 

  𝑃𝑡𝑒：耐力の曲げ補強筋比に関する数値 

   𝐹𝐶：組積体の材料強度（N/mm2） 

   𝑀/(𝑄 ∙ 𝑙) : せん断スパン比 

  𝑃𝑠𝑒 = 𝑎ℎ/(𝑏𝑒 ∙ 𝑠) : 等価横筋比 

  𝑎ℎ、𝑠：1組の横筋の断面積および間隔 

  𝜎𝑤𝑦：横筋の降伏強度（N/ mm2） 

  𝜎0𝑒：軸方向応力度（N/mm2） 

   𝑏𝑒：等価壁厚（mm） 

  𝑗𝑒：応力中心間距離（mm） 
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表３ CB壁の終局せん断強度 

Q（kN） 個数 計（kN）
2F 339 20 6780
1F 382 20 7640

表４ RC壁終局せん断強度 

Q（kN） 個数 計（kN）
2F 563 20 11260
1F 587 20 11740

表７ 増分解析による対象建物の水平耐力 

表６ （ⅰ）~（ⅳ）で算定した耐力（kN） 

（ⅰ）既往の耐震診断 （ⅱ）増分解析 （ⅲ）CB造の式 （ⅳ）RC造の式

2F 7758 6780 11260

1F 7758 7640 11740

2F 1139 2652

1F 1545 5597

無開口建物

対象建物

増分解析（kN） CB/RC 対象建物の水平耐力（kN） 既往の耐震診断（kN）

2F 2652 0.60 1591 1139

1F 5597 0.65 3638 1545

表５ CB壁と RC壁の強度の比較 

CB壁（kN） RC壁（kN） CB/RC
2F 6780 11260 0.60
1F 7640 11740 0.65

(5) 
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